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様式第１号 

令和８年度第２期再生資源売却（植木・北部・富合・城南地区 古紙類） 

条件付一般競争入札参加資格確認申請書 

 

 令和  年  月  日   

 

 熊 本 市 長 （宛） 

 

所在地又は住所 

商号又は名称 

代表者職氏名                   印 

 

令和８年（２０２６年）６月８日付けで公告のありました令和８年度第２期再生資源売却（植木・北

部・富合・城南地区 古紙類）に係る入札に参加する資格について、その有無を確認されるよう、下記

の書類を添えて申請します。 

 

記 

 

売却対象品目 申請の有無 

令和８年度第２期再生資源（植木・北部・富合・城南地区 古紙類） □有・□無 

 

１ 競争入札参加資格審査調書（様式第２号） 

２ 再生資源保管の場所の写真（デジタルカメラ撮影可、保管場所全体が写っているもの） 

３ 不動産登記事項証明書（保管の場所に関するもの、賃貸の場合は賃貸借契約書 写可） 

４ 「資源物」等再資源化推進事業等にかかる再生資源引取同意書（様式第３号） 

５ 決算報告書（貸借対照表、損益計算書及び利益処分に関する書類、令和８年（２０２６年）６月 

1日時点での直前第１期、第２期及び第３期分。なお、直前第 1期の決算の経常利益が黒字の場合、 

直前第 2期、第 3期の提出は必要としない。 写可） 

 

留意事項 

・提出書類のうち、証明書類は、証明年月日が申請書等提出時の３箇月以内のもので、それぞれの官公

署において定めた様式によるものを使用すること。 

・写しの添付書類については、原本を持参し照合するか、原本と相違ない旨の記載（熊本市物品関係競

争入札参加資格者名簿にて届け出た印の押印）を行うこと。 

・第２期の競争入札参加資格確認申請以降、提出書類の２から５までについては、件名に係る令和８年

度（２０２６年度）分の再生資源売却競争入札参加資格確認通知書の写しを提出することによって省

略することができる。ただし、提出書類の２及び３については、前回申請以降内容に変更があった場

合は、提出を省略することは出来ない。 
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様式第２号 

 

競争入札参加資格審査調書 

 

競争入札参加資格要件 

次の(1)～(11)に掲げる条件をすべて満たしていることを誓約します。虚偽の事項があった場合は、いかなる

措置を受けても異議ありません。なお、この書類を提出した以後に(1)から(11)に掲げる条件のいずれかを満た

さなくなった場合は、速やかに届け出ます。 

(1) 熊本市物品売買等の契約に係る物品競争入札（見積）参加資格審査申請書を提出し、熊本市物品売買（修理）

契約参加資格者に関する要綱第５条に規定する熊本市物品関係競争入札（見積）参加資格者名簿（業種№12 不

用品）に登録されている者であること。 

(2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号の規定に該当しない者であること。 

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続の開始の申立て又は民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続の開始の申立てがなされた場合は、それぞれ更生計画

の認可決定又は再生計画の認可決定がなされていること。 

(4) 熊本市が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要綱（平成１８年告示第１０５号）第３条第１号の規定

に該当しないこと。 

(5) 熊本市から熊本市物品購入契約及び業務委託契約等に係る指名停止等の措置要綱（平成２１年告示第１９９

号）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。 

(6) 消費税、地方消費税及び本市市税並びに熊本市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（平成２年条例第９８号）

第１６条に規定する廃棄物処理手数料の滞納がないこと。 

(7) 業として本件競争入札に付する契約に係る業務を営んでいること。 

(8) 過去３年の間、本市との契約において、違反または不誠実な行為を行った者であって契約の相手方として不

適当と認める者でないこと。 

(9) 熊本市公契約条例（令和７年条例第５４号）第 8条に基づき誓約書を提出するなど、本条例を遵守している

こと。 

(10) 古物営業法（昭和２４年法律第１０８号）第３条に基づく古物商許可を有して古紙回収業等を営み、熊本市

内に本店又は営業所等を有する者であること。 

(11) 次のいずれも満たす再生資源のストックヤードの所有権もしくは使用権原を有する者であること。 

ア ストックヤードの住所が熊本市内であること。 

イ 再生資源が飛散、流出、及び地下に浸透、並びに悪臭が発散しないよう、囲いの設置や底面を不浸透性の材

料で覆う等、必要な対策を行っていること。 

ウ 保管面積が１００平方メートル以上であること。 

(12) 令和８年度（２０２６年度）の国内にある製紙メーカーの引取同意書（段ボールは３５７トン、新聞紙は２

２５トン、その他の紙（雑紙）は５９１トン、紙パックは１０トン）を提出できる者であること。 

(13) 決算状況について、以下の要件を満たすこと。 

ア 直前第１期の決算が債務超過でないこと。 

イ 直前３期のうちいずれか 1期の決算の経常利益が黒字であること。 

 

令和  年  月  日 

申請者 所在地又は住所 

商号又は名称 

代表者職氏名                       印 

【連絡担当部署】 

部署名  担当者名  

電話番号  ＦＡＸ  

電子メール  

 

熊本市内の本店又は営業所等(※申請者が熊本市外の場合は記入すること。) 

所在地  
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様式第３号 

 

 

「資源物」等再資源化推進事業等にかかる再生資源引取同意書 

 

 
令和   年   月   日 

熊 本 市 長 様 

 

所在地又は住所 

 

商号又は名称 

 

代表者職氏名                    

                    印 

  

（電話：         -          -    

       ） 

 

「資源物」等再資源化推進事業等にかかる再生資源売却条件付一般競争入札参加予定事業者である

（                  ）より、下記の令和８年度（２０２６年度）分の再生資源を

引き取ることにつきまして、同意しております。 

 

記 

 

再生資源の種類 引取同意書 

古紙類 

① 段ボール トン 

② 新聞紙 トン 

③ その他の紙（雑紙） トン 

④ 紙パック トン 

 

 

※本証明書は、引取事業者ごとに作成してください。引取事業者が複数の場合は、本紙をコピーして使
用してください。 


